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スクッピト

●
道
路
整
備
の
総
合
的
な
計
画

　
町
で
は
、
効
率
的
で
透
明
性
の
高

い
道
路
整
備
事
業
の
推
進
を
図
る
た

め
に
、
「
甲
佐
町
道
路
整
備
計
画
」

を
昨
年
　
月
に
策
定
し
ま
し
た
。

12

　
こ
の
計
画
は
、
本
町
の
道
路
整
備

の
総
合
的
な
計
画
と
し
て
基
本
的
な

指
針
と
な
る
も
の
で
、
道
路
整
備
に

関
し
て
客
観
的
で
定
量
的
な
基
準
を

策
定
し
、
そ
の
採
択
基
準
に
基
づ
い

て
意
思
決
定
を
行
う
仕
組
み
を
構
築

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
ま
す
。

　
ま
た
、
「
ど
こ
に
、
ど
ん
な
道
路

が
、
い
つ
ご
ろ
必
要
か
」
と
い
う
評

価
基
準
に
よ
り
判
定
し
て
計
画
的
な

道
路
整
備
を
図
る
た
め
に
、「
道
路

整
備
５
カ
年
計
画
」
（
平
成
　
年
～

22

同
　
年
）
を
策
定
し
、
整
備
の
優
先

26
順
位
を
定
め
ま
す
。

●
透
明
性
を
高
め
る
基
本
方
針

　
計
画
の
基
本
方
針
と
し
て
、
幹
線

道
路
か
ら
生
活
道
路
ま
で
広
域
的
な

関
連
性
を
前
提
と
し
、
町
民
の
皆
さ

ん
の
日
常
生
活
に
必
要
な
安
全
性
、

利
便
性
を
確
立
す
べ
く
道
路
整
備
を

推
進
し
ま
す
。

　
ま
た
、
道
路
整
備
事
業
の
透
明
性

を
図
る
た
め
、
事
業
の
採
択
基
準
と

し
て
、
道
路
整
備
事
業
評
価
表
を
用

い
て
点
数
化
し
、
道
路
整
備
計
画
策

定
委
員
会
の
審
議
を
経
て
事
業
を
実

施
し
ま
す
。

【
基
本
方
針
】

　
敢
骨
格
道
路
網
の
整
備
促
進

　
柑
生
活
道
路
の
整
備
促
進

　
桓
歩
行
者
等
の
安
全
対
策

　
棺
道
路
整
備
事
業
の
透
明
化

●
整
備
の
優
先
順
位
決
定
方
法

　
整
備
計
画
道
路
の
評
価
基
準
を
基

に
整
備
の
重
要
度
を
評
価
し
、
道
路

整
備
計
画
策
定
委
員
会
の
審
議
を
経

て
優
先
順
位
を
決
定
し
ま
す
。

　
具
体
的
な
整
備
計
画
に
つ
い
て
は
、

整
備
路
線
の
評
価
を
行
っ
て
、「
道

路
整
備
５
カ
年
計
画
」
を
作
成
し
ま

し
た
。

　
な
お
、「
５
カ
年
計
画
」
に
つ
い

て
は
、
地
域
の
要
望
や
実
情
、
財
政

状
況
や
事
業
進
捗
状
況
な
ど
に
応
じ

て
、
適
宜
見
直
し
を
行
い
ま
す
。

▼
お
問
い
合
わ
せ
先

　
町
企
画
推
進
課

　
皐
０
９
６
‐
２
３
４
‐
１
１
１
１

　（
内
線
２
３
１
）

効効効効率率率率的的的的でででで透透透透明明明明性性性性のののの高高高高いいいい道道道道路路路路整整整整備備備備をををを推推推推効率的で透明性の高い道路整備を推進進進進進

「「「「甲甲甲甲佐佐佐佐町町町町道道道道路路路路整整整整備備備備計計計計画画画画」」」」をををを策策策策「甲佐町道路整備計画」を策定定定定定

●「道路整備５か年計画」一覧

概要事業地（起点～終点）路線名区分ランク

新設工事乙女橋～糸田字日出来松ヶ崎妙見谷線町道
Ａ

骨
格
道
路

改良工事下横田字作替～下横田字一丁田作替内田線町道

改良工事中早川橋～広域農道大町塔ノ木線町道

Ｂ 改良工事県道御船甲佐線（元白旗第一）～県道嘉島甲佐線山出県道線町道

新設工事横田364番地4先～大町602番地1先横田大町線町道

改良工事県道稲生野甲佐線大原入口～上早川字大原大原滝水線町道
Ｃ

生
活
道
路

改良工事世持集落～県道今吉野甲佐線世持麻生原線町道

改良工事西寒野字千才丸～東寒野字尾北西寒野打越線町道

Ｄ
改良工事県道三本松甲佐線～豊内字湯田下豊内有安線町道

改良工事上早川字下知行～上早川字幸野下知行幸野線町道

改良工事県道嘉島甲佐線～吉田集落吉田県道線町道

●ランク：事業着手見込みで設定。「Ａ」骨格道路で、おおむね３年以内、「Ｂ」骨格道路で、おおむね５年以内、

　「Ｃ」生活道路で、おおむね３年以内、「Ｄ」生活道路で、おおむね５年以内

●事業着手予定年：財政状況および事業進捗状況により変更あり


